
令
和

年

月


日
木
曜
日

(号
外
政
府
調
達
第


号
)

官
報

３ 入札者に求められる義務等 令和２年６月12
日午前11時00分までに入札に参加を希望する者
は、入札説明書に明記されている証明書等を下
記６に示す場所に提出しなければならない。
提出された書類を審査の結果、当該役務を履
行できると認められた者に限り入札の対象者と
する。
なお、提出した書類について説明を求めたと
きはこれに応じなければならない。
４ 入札説明会の開催
 入札説明会の日時及び場所 令和２年５月
19日午後２時00分 独立行政法人郵便貯金簡
易生命保険管理・郵便局ネットワーク支援機
構会議室
 入札説明会に参加しようとする者は、調達
件名、社名、参加者名を所定の様式に記載の
上、令和２年５月15日午後２時00分までに下
記６に示す場所に提出すること。

５ 郵便による入札 郵便により入札に参加する
場合は、開札日の前日までに入札書を下記６あ
てに必着のこととする。
６ 契約条項を示す場所、入札説明書の交付場所
及び問合せ先 〒1050001 東京都港区虎ノ門
５13１虎ノ門40ＭＴビル３階 独立行政法
人郵便貯金簡易生命保険管理・郵便局ネット
ワーク支援機構 総務部会計課 担当 吉田
亮 電話0354727103

７ 契約者に係る情報の公表 独立行政法人が行
う契約については、「独立行政法人の事務・事業
の見直しの基本方針」（平成22年12月７日閣議決
定）において、独立行政法人と一定の関係を有
する法人と契約をする場合には、当該法人への
再就職の状況、当該法人との間の取引等の状況
について情報を公開するなどの取組を進めると
されているところである。
これに基づき、当機構と一定の関係を有する
法人が契約者となった場合、当機構との関係に
係る情報を当機構のホームページで公表するこ
ととするので、所要の情報の当方への提供及び
情報の公表に同意の上で、応札若しくは応募又
は契約の締結をされたい。
なお、案件への応札若しくは応募又は契約の
締結をもって同意されたものとみなすこととす
る。

入 札 公 告（建設工事）
次のとおり一般競争入札に付します。
令和２年４月 23 日
支出負担行為担当官
東北地方整備局副局長 川上 泰司

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 04
〇第５号
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 久慈港湾口地区防波堤本体工事
（その２）（電子入札対象案件）（電子契約対象
件）
 工事場所 岩手県久慈市久慈港港内
 工事内容 本体工 １式
 工期 令和３年３月26日まで。
 本工事は、建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務付けられた工事で
ある。
 本工事においては、資料の提出、入札等を
電子入札システムで行う。なお、電子入札シ
ステムによりがたいものは、発注者の承諾を
得て紙入札方式に代えることができる。
 本工事は、入札時に工事費内訳書の提出を
求める工事である。

８ その他
 入札の無効 本公告に示した入札参加に必
要な資格のない者の入札及び入札の条件に違
反した入札
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 免除
 契約書作成の要否 要
 独立行政法人郵便貯金簡易生命保険管理・
郵便局ネットワーク支援機構資格審査申請書
の提出 参加条件を満たさない者で入札を希
望する者は、当機構所定の資格審査申請書に
必要事項を記入の上、上記６に示す場所に提
出すること。
なお、申請の時期によっては本件入札に間
に合わない場合がある。
 入札書の記載方法 落札決定に当たって
は、入札書に記載された金額に当該金額の
10％に相当する額を加算した金額（当額に１
円未満の端数があるときは、その端数を切り
捨てた金額）をもって落札価格とするので、
入札者は消費税及び地方消費税に係る課税事
業者であるか免税事業者であるかを問わず、
見積もった契約金額の110分の100に相当する
金額を入札書に記載すること。
 落札者の決定方法 予定価格の制限の範囲
内で、最低価格をもって有効な入札を行った
入札者を落札者とする。

９ Summary

 Contracting entity : Hideo Hamashima,

Department Manager, General Affairs De‑

partment, Organization for Postal Savings,

Postal Life lnsurance and Post Office Net‑

work

 Classification of the services to be pro‑

cured : 73

 Nature and quantity of the services to be

required : Commissioned work for posting

the poster at the post offices, 1 set

 Fulfillment period : According to the bid

explanation form

 Fulfillment place : According to the bid

explanation form

 Time limit of tender : 11 : 00 AM, 12 June

2020

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall have the qualification dur‑

ing fiscal 2019, 2020, 2021 in offer of ser‑

vices for participating in tenders by Single

Qualification for every ministry and agen‑

cy.

 Contact point for the notice : Ryo

Yoshida, General Affairs Department, Or‑

ganization for Postal Savings,Postal Life

lnsurance and Post Office Network, 131
Toranomon 5‑chome, Minato‑ku, Tokyo

1050001, Japan. TEL 0354727103

 本工事は、入札時に施工計画等に関する技
術提案を受け付け、価格以外の要素と価格を
総合的に評価して落札者を決定する総合評価
落札方式（技術提案評価型Ｓ型）の対象工事
のうち、品質確保のための体制その他の施工
体制の確保状況を確認し、施工内容を確実に
実現できるかどうかについて審査し、評価を
行う施工体制確認型総合評価落札方式の試行
工事である。
 本工事は、契約締結後に施工方法等の提案
を受け付ける契約後ＶＥ方式の試行工事であ
る。
 本工事は、見積参考資料（金抜き設計書）
を開示する対象工事である。
 本工事は、出来高に応じた部分払いを行う
「出来高部分払方式」の工事である。

 本工事は、契約締結後、総価契約の内訳と
して、単価等について合意を行う「総価契約
単価合意方式」の対象工事である。
なお、本方式の実施にあたっては、単価等
を個別に合意する方式（以下「個別合意方式」
という。）を基本とするが、受注者の希望によ
り、単価を一括的に合意する方式（以下「一
括合意方式」という。）も可能とする。
 本工事は、「港湾請負工事費積算基準」等に
より各種工種区分に従って対象額ごとに求め
た共通仮設費率（率分）及び現場管理費率に
それぞれの補正係数を乗じることとしている
ことから、見積にあたっては留意すること。
なお、補正係数については入札説明書に記載
している係数とする。
 本工事は、契約締結後、労働者確保に要す
る方策に変更が生じ、港湾請負工事積算基準
の金額相当では適正な工事の実施が困難と
なった場合に、実績変更対象額の支出実績を
踏まえて最終精算変更時点で設計変更する試
行工事である。詳細については、入札説明書
に記載する。
 本工事は、若手の主任（監理）技術者を定
期的に指導する経験豊富な技術者（技術指導
者）を配置できる「若手技術者登用促進型」
の試行工事である。なお、技術指導者の配置
については、参加表明書の提出者が選択でき
るものとする。
若手主任（監理）技術者は、昭和55年４月
２日以降に生まれた者とする。
 本工事は、休日の確保を評価する「休日確
保評価型」の試行工事である。
 本工事は、工事期間中の真夏日の日数に応
じて熱中症対策に資する現場管理費の補正を
行う試行工事である。
 本工事は、契約手続きにかかる書類の授受
を、原則として電子契約システムで行う対象
工事である。なお、電子契約システムにより
がたい場合は、落札決定後、速やかに発注者
の承諾を得て紙方式に代えるものとする。

２ 競争参加資格
次に掲げる条件を満たしている者により構成
される特定建設工事共同企業体（以下「特定Ｊ
Ｖ」という。）又は単体有資格業者であること。
なお、特定ＪＶとして競争に参加する場合は、
別に公示する特定ＪＶの資格決定を受けるこ
と。
 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165
号）（以下、「予決令」という。）第70条及び第71
条の規定に該当しない者であること。
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